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1．はじめに
新型コロナウイルス感染症 （COIVD-19） は，

2019 年 12 月に中国武漢にて報告されて以降， 爆

発的に世界中に蔓延し， 2020 年 3 月 11 日には世

界保健機関 （WHO） にて 「パンデミック」 とさ

れた 1）． その感染拡大は人々の生活を一変させ，

2022 年 11 月現在においてもその終息の兆しはな

かなかみえてこない． 現在ではワクチンによる薬

理的介入が確立しているものの， 感染症流行の初

期において， その対策は手指消毒やマスク着用な

どの公衆衛生的な対策が主であり， 中でも外出自

粛やいわゆる三密 （密集， 密接， 密閉） の回避と

いった社会的距離戦略が中心としてとられた． こ

れは人々の社会行動を制限し， 特に高齢者への健

康影響が危惧されている． さらには， 地域活動な

どの自粛から地域における人々の交流も減少し，

これまで推進されてきた 「地域づくりによる介護

予防」 にも大きな影響がもたらされた．

本稿では， COVID-19 流行下における高齢者へ

の健康影響について主に著者たちが実施したコロ

ナ禍での縦断研究の結果を示すとともに， ポスト

コロナにおける高齢者の健康増進について考えて

いきたい．

2．COVID-19 流行下における健康二次被害
COVID-19 流行に対する社会的距離戦略をはじ

めとした公衆衛生的アプローチは， 感染症の流行

防止に一定の効果を示したが， 外出の自粛などの

社会行動の制限は人々の社会的交流を大きく減少

させた． これは社会的孤立を引き起こし， 高齢者

の健康に影響を及ぼす可能性が危惧された． 社会

的孤立は， 「家族やコミュニティとほとんど接触が

ない状態」 と定義され 2）， 総死亡 3）， メンタルヘ

ルス 4）， 生活習慣 5）， オーラルヘルス 6） などとの

関連性も示され， 「健康の社会的決定要因」 の 1 つ

として認識されつつある．COVID-19流行の当初，

高齢者の孤立による健康被害を懸念する見解が示

される一方で 7）， COVID-19 流行による外出自粛

や行動制限による孤立は， 平時 （非パンデミック

時） における孤立とは性質が異なる可能性も示唆

され， コロナ禍における健康や孤立状況のモニタ

リングの必要性が指摘された 8）．

このようにコロナ禍における健康被害は， 実際

の感染による直接の一次被害だけではなく， 自粛

生活や人との関わりの減少による二次的な被害を

引き起こしている． これは 「健康二次被害」 と

呼ばれ 9）， コロナ禍における孤立， 身体活動の減

少， それらに伴ったフレイルや認知機能低下が懸

念された． 日本予防理学療法学会では， 流行初期

の当初，COVID-19 関連情報収集事業が組織され，

その 1 つとして社会的制約とその改善にむけての
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ステートメントが出された 10）． 日本では流行初期

から中期において， 感染者数や死者数は諸外国に

比べると低くコントロールされ， これは非常に賞

賛されることであったが， 必ずしもこの健康二次

被害に対する啓発や対策というのが国家的になさ

れなかったことに関しては， 少し残念であったか

もしれない．

3．�COVID-19 流行下における縦断研究：
美濃加茂研究

COVID-19 の流行状況や対策 ・ 政策は国によっ

て大きく異なるため， 日本におけるコロナ禍での

データ蓄積とエビデンス構築が重要である． イン

ターネットによる調査は， コロナ禍において非対

面で実施できることや， データ構築までの迅速さ

から， タイムリーに状況把握を行い， 対策を講じ

ていく上で効果的である． 一方で， 特にインター

ネット調査会社の調査パネル等を対象に行う場合

は， そのサンプルの代表性には限界があり， とり

わけ高齢者を対象とする場合は， 必ずしも実際の

状況を反映できていない可能性があり， 結果の解

釈に注意が必要となる．

著者たちは， 岐阜県美濃加茂市と共同で， コロ

ナ禍における高齢者の実態把握を目的に地域高齢

者のランダムサンプリングに基づく質問紙調査を

実施した （調査対象 ： 2,000 人）． 本調査では，

COVID-19 流行の第 1 波にかかる国家的な緊急事

態宣言が発令された 2020 年 4 月の直前にあたる，

2020 年 3 月にてベースライン調査が実施され， そ

の後の第 2 波の流行にかかる岐阜県下における非

常事態宣言の終了後の同年 10 月にてフォローアッ

プ調査が実施された （追跡率 ： 81.9%）．

1）社会参加機会の変化
前述したとおり， COVID-19 の流行は人々の社

会行動を大きく制限し， そこで懸念されたことの

1 つとして高齢者の社会参加機会の減少があった．

近年では地域づくりによる介護予防戦略から， 「通

いの場」 の拡大 ・ 参加の推進など， 高齢者の地域

への社会参加， 地域との社会的つながりの強化が

促されてきた． しかしながら， COVID-19 流行とい

う外的ショックによる突然の社会的制約は， 個人

の社会参加機会を減少させ， 構築されつつあった

地域の社会的つながりを喪失させる可能性がある．

本調査では， 地域への社会参加として， 趣味活

動グループ， ボランティアグループ， スポーツ関係

のグループ， 学習 ・ 教養サークル， 介護予防のた

めの通いの場， 老人クラブの 6 つの会への参加頻度

を評価し， コロナ禍でのその変化を検討した 11）．

その際， 参加頻度が月 1 回未満の場合を 「参加な

し」 と操作的に定義を行った． 図 1 は， 2020 年 3

月と同年 10 月における参加が月 1 回未満の者の割

合を示している． 2020 年 3 月の時点では 「参加な

し」 の者は 35.5% であったのに対し同年 10 月には

47.1% と， およそ 1.3 倍に増加していた． これは

COVID-19 流行による社会的制約が， 地域高齢者

の社会参加を減少させている実態を示していると

考えられる．

2）メンタルヘルスの変化
COVID-19 流行は， 人々のメンタルヘルス低下

を引き起こしている可能性があり， 特に高齢者に

とっては， COVID-19 の高齢者に対する高い致死

性や感染性による不安， 社会行動の自粛， 社会的

つながりの減少により， その影響は大きい可能性

がある． 一方で， 著者たちの調査においては第 1

波， 第 2 波の前後において， 全体的に高齢者の抑

うつの有病率はそれほど大きく変化していないこ

とも示された 12）． しかし， これは高齢者のメンタ

ルヘルスに大きな影響がなかったわけではなく，

平均的にみるとそれほど変化はないが， 一部の高

齢者にとってはメンタルヘルス悪化のリスクが高

いなど 「格差」 が生じている可能性が考えられた．

本調査では， コロナ禍において友人との交流の

頻度が減少した高齢者にとっては， 新規の抑うつ

発生のリスクが高くなっていた 13）． また， 社会参

加が減少した高齢者においても抑うつ発生リスクが

高いことが示された 11）． これらの結果から， コロ

ナ禍における社会的ネットワークの低下， 社会参加

機会の喪失による社会的サポートの減少やストレス

対処の制限などにより， 高齢者のメンタルヘルス

悪化を引き起こしている可能性が考えられる．

図 1．社会参加機会の変化

文献 11 より一部改変．
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一方で， 独居高齢者でも社会的ネットワークが

維持されていれば高いウェルビーイングを保つこ

とが示唆されているが 14）， COVID-19 流行は家

族外との社会的交流を制限していることから， 独

居高齢者の社会的資源は危機的であると考えられ

た． 著者たちの研究結果においても， コロナ禍に

おける独居高齢者の高い抑うつリスクが示されて

いる 15）． この結果は， 東京都で行われた一般成人

におけるインターネット調査による疫学研究の結

果とも一致している 16）． この東京都の研究では，

感染症流行の第 1 波においては独居 ・ 同居に関わ

らずメンタルヘルスは悪化したが， その後同居の

者では回復したのに対し， 独居の者では悪化した

まま， という興味深い結果が示されている． 社会

的つながりの突然な喪失は， メンタルヘルス回復

を阻害している可能性があり， これらの対象への

支援の重要性が示唆された．

3）社会的孤立と認知機能低下
コロナ禍における社会的制約は高齢者を孤立さ

せ， 健康障害の発生， ひいてはその後の要介護認

定の増加などにつながる可能性が考えられる． 特

に， 社会的交流の減少， 抑うつ， 孤独感などの心

理社会的健康状態の悪化は， 高齢者の認知機能低

下を引き起こし得る． 認知機能低下， 認知症の発

症は要介護認定とも密接に関連するため， その影

響の評価が必要と考えられた．

著者たちは， 社会的孤立の評価として Social 

Isolation Index17） を修正して用い， 独居， 子ども ・

親戚 ・ 友人との交流， 社会参加から多次元的に

評価を行った． 2020 年 3 月と 10 月の孤立状況か

ら， ①継続して非孤立 （3 月， 10 月ともに社会的

孤立でない）， ②孤立化 （3 月は社会的孤立でない

が， 10 月は社会的孤立）， ③非孤立化 （3 月は社

会的孤立だが， 10 月は社会的孤立でない）， ④継

続して孤立 （3 月， 10 月ともに社会的孤立） の 4

群に分け， 新規の認知機能障害の発生 （cognitive 

performance scale でレベル 2 以上への移行） への

影響を検討した 18）． 図 2 にその結果を示す． ②

孤立化のグループは有意に認知機能障害発生のリ

スクが高く， コロナ禍において社会的孤立に陥っ

た人々の認知機能低下が示唆された． 同様に， ④

継続して孤立のグループも有意に認知機能障害の

発生と関連したが， そのオッズ比は②孤立化の

グループ （調整オッズ比 ： 2.69） が， ④継続して

孤立のグループ （調整オッズ比 ： 2.52） よりも高

く， 外的影響による急激な孤立化による認知機能

への悪影響が懸念された．

4）その他の健康影響
コロナ禍における社会的制約として， 他者との

食事を共にする機会が減少し， 1 人で食事をとる

「孤食」 を強いられる場面が多くなった． 食事は栄

養摂取だけでなく， 食事を通した他者との会話な

ど社会活動の 1 つであると考えられ， 孤食は様々な

健康障害と関連するとともに， 高齢者をはじめと

した人々のウェルビーイングにも影響する 19） 20）．

著者たちの調査においては， 孤食の者の割合は顕

著な増加をみせていないものの， コロナ前からの

継続した孤食状態は高い体重減少のリスクと関連

しており， その後のフレイル， サルコペニアを引

き起こす可能性が懸念された 21）．

また， 運動機能への影響としては， 基本チェッ

クリストの下位項目 （運動器の機能低下に関する

5 項目） から評価すると， 新規で転倒不安を抱え

る者が顕著に高くなっていた （未公開データ）． ま

た転倒経験もその次に多い結果となっており， コ

ロナ禍における不活動な生活習慣の影響が懸念さ

れ， 長期的な要介護のリスクと関連している可能

性が考えられる．

4．災害としてのCOVID-19 流行
感染症の流行は生物学的なものだが， COVID-19

の流行は， 社会行動の制限などによる社会的な

混乱， 人々の失業 ・ 雇用への影響などの経済的な

混乱， 人口の変動の可能性などから社会的な影響

も大きく， COVID-19 流行は 1 つの 「災害」 であ

るともいえる． 震災や豪雨被害などと性質の異な

る部分はあるが， 多くの災害研究者は COVID-19

流行を災害としてとらえている． 災害時やその復

図 2．社会的孤立の変化と認知機能障害の発生の関連

*p < 0.05. ロジスティック回帰分析 （年齢， 性別， 基本

的 ADL， 手段的 ADL， 主観的健康感， 教育歴， 経済状

況により調整）． 文献 18 より作図．
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興時においてはしばしば社会的な不平等が生じる

と言われており 22）， たとえば女性や子ども， 高齢

者， 障がい者， 低所得者などは， パンデミックに

よる社会的制約に脆弱であることが指摘されてい

る 7）． コロナ禍において， 感染により亡くなる人

の割合として高齢者が多いことから， 「コロナの死

は寿命」 などといった論が聞かれることもあり，

高齢者がコロナ治療から排除されるべきであるよ

うな言論も見受けられた． このようなエイジズム

（年齢差別）， さらには 「隠れ優生思想」 23） とも言

われる考えがコロナ禍においては潜んでおり， 高

齢者を含めた共生社会を築いていく上で引き続き

注視していかなければならない課題であると考え

られる．

一方で， コロナ禍を 「災害」 と捉えた場合に，

注目されるのが 「ソーシャル ・ キャピタル」 （社

会関係資本） の役割である 24）． ソーシャル ・ キャ

ピタルとは， 様々な定義が存在するが， 社会の

人々の絆や結束， ネットワークから生み出される

資源を意味することが多く 25）， 身体 ・ 精神的健康

に密接に関係するだけでなく， 災害に対してレジ

リエントな地域の特徴としても示されつつある．

実際に， 東日本大震災や熊本地震においては，

ソーシャル ・ キャピタルが豊かな地域では災害後

の人々の精神的健康に保護的な関連を示したこと

が報告されている 26） 27）． また， コロナ禍において

も， コロナ前にソーシャル ・ キャピタルが豊かで

あった地域では， 居住する高齢者の抑うつ発生リ

スクが低いことが示された 28）． 感染症流行を含む

災害という社会的に不安定な状況下においては，

地域の人々との繋がりや緊急時に頼ることができる

という安心感は， 社会的サポートへのアクセスを保

障し， パンデミックによるメンタルヘルス悪化を保

護する可能性が考えられ， 災害に対するレジリエン

スを高める． 一方で， COVID-19 の流行による社会

的制約は， 構築 ・ 維持されてきたソーシャル ・ キャ

ピタルに危機的な影響をもたらしている可能性があ

る． コロナ禍において人々が孤立し社会的に分断さ

れる中で， ソーシャル ・ キャピタルの減衰， コミュ

ニティの弱体化が懸念されることから， ポストコロ

ナにおけるソーシャル ・ キャピタルの醸成の推進が

益々必要となると考えられる．

5．ポストコロナにおける高齢者の健康増進
ウィズコロナ ・ ポストコロナにおける高齢者の

健康保護を検討していく上で， そのエビデンスは

まだ十分ではないが， 著者たちの研究グループで

はコロナによる健康被害の緩和方策の検討も行っ

た． たとえば， 感染症流行下においても， 自宅で

の運動習慣 （週 1 回以上） があるものは， 社会的

フレイルによるメンタルヘルス悪化の影響が少な

いことが示されている （図 3） 29）． 感染症流行は

外出頻度の低下や， 身体活動の減少を引き起こし

ているが， 定期的な運動習慣が確立されているこ

とで， 個人としてもメンタルヘルス悪化など健康

二次被害への抵抗性が高い可能性がある． 仮に，

通いの場の中断や， 地域の運動 ・ スポーツグルー

プの中止， スポーツ施設の閉鎖があっても， 自宅

でも運動実施を継続できるような習慣の確立およ

びその支援を行うことの重要性が考えられる． 国

図 3．社会的フレイルと抑うつの関連に対する自宅での運動習慣の緩和影響

*p < 0.05. ロジスティック回帰分析 （年齢， 性別， 基本的 ADL， 手段的 ADL， 主観的健康感， 教育歴， 経済状況， 身体

活動量により調整）． 文献 29 より一部改変．
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立長寿医療研究センターでは， 「在宅活動ガイド」

（NCGG Home Exercise Program for Older People: 

NCGG-HEPOP®） を作成し， 個々の機能に応じて

自宅で実践可能な運動や活動のメニューを紹介し

ている 30）． このプログラムは， 地域での実装にお

いても高い受容性と運動機能の維持改善の可能性

を示しており， フレイル予防への有用性が示唆さ

れている 31）． このようなツールの作成あるいは既

存のものの普及 ・ 活用を通じて， 高齢者の習慣的

な運動実施を促し， 個人としての災害における健

康レジリエンスを高め， それを支援することが重

要であると考えられる．

また， コロナ禍における社会的制約は， 電話や

メール， ソーシャルメディアなどの情報通信技術

（ICT） を用いた非対面の交流や遠隔でのコミュニ

ケーションの重要性を示唆し， その推進がなされ

た． コロナ前のデータから， 非対面の交流による

健康保護効果も報告されつつある 32） 33）． 著者た

ちは同様に美濃加茂市のデータを用いて実際のコ

ロナ禍での検討を行い， コロナ禍において非対面

交流がある場合は， 独居高齢者の抑うつリスクが

緩和されることを報告し， 多様な方法で社会的つ

ながりを維持することの重要性を示している 15）．

近年ではスマートフォンを使用する高齢者も増加

しており， ICT も活用した社会的つながりの促進

にも期待が持たれる． 一方で， 一部の高齢者等な

どが排除 （デジタル ・ エクスクルージョン） され

てしまう危険性には注意を払う必要がある． イン

ターネットやスマートフォンを使用する高齢者は

増えているものの， 依然としてその割合は若年層

に比べて低い 34）． またインターネット利用は， 年

齢だけでなく経済状況や教育レベルなど社会経済

状況による格差が報告され 35）， デジタル技術への

アクセスには 「デジタル ・ デバイド」 という格差

の問題をはらんでいる 36）． そのため， ポストコ

ロナにおける高齢者のデジタルコミュニケーショ

ンを考えていく上では， 高齢者にやさしい （エイ

ジ ・ フレンドリーな） デバイスやデジタルサービ

スの開発をより進めていく必要がある． 1 つの事

例として， 株式会社チカクが提供する 「まごチャ

ンネル ®」 は， 別居の家族 （子や孫など） からの

写真や動画を高齢者宅のテレビに共有するという

緩やかな社会交流を創出するデジタル社会サービ

スである 37）． 「まごチャンネル ®」 は， 高齢者でも

使いやすいように設置や使用が非常にシンプルに

設計されており， テレビのリモコンを使って別居

家族からの写真や動画を鑑賞することが可能とな

る． 本サービスは良好な実行可能性があり， また

使用により同居家族への満足感や会話時間， 別居

家族との社会的ネットワークが増加することが示

されている 38）．

一方で， 中断してしまった地域づくりによる介

護予防を推進し， 通いの場の再開 ・ 参加の促進が

必要である． 厚生労働省は， 各都道府県の方針に

従うことを前提とした上で， 感染症に配慮した上

での通いの場などの取り組みを実施する上での留

意事項を整理している 39）． また， 東京都健康長寿

医療センター研究所は， 「通いの場×新型コロナ

ウイルス対策ガイド」 を発行し， 地域の通いの場

を再開するに当たっての， 新しい生活様式も踏ま

えた上での運営や実践のためのガイドラインを提

示している 40）． 本ガイドラインでは特に， 再開に

当たっての目的や開催方法の確認や見直しのほか

に， 「三密 （3C）」 を避けて 「3S」 での実施 ・ 再開

を掲げている （3S とは， スマイル ［明るく］， セ

ンス ［工夫し］， シナジー ［協働効果］ の 3 つの要

素）． 通いの場の推進により高齢者の社会参加を増

加させることができでれば， 地域のソーシャル ・

キャピタルの強化にもつながり， これは仮に参加

していなくてもその地域に居住していることでフ

レイルや要介護を予防するような 「文脈効果」 を

もたらす可能性も示唆されている 41） 42）．

6．おわりに
COVID-19 流行による社会的制約は， 高齢者の

社会的つながりや社会参加を減少させ， メンタル

ヘルスや認知機能の低下などの健康二次被害を引

き起こしている． 一方で， COVID-19 流行は未だ

終息をみせず， 2022 年 11 月現在， 第 8 波への突中

が報じられている． また感染症としても， 変異株

の出現等から流行初期とはその感染性も異なり，

もはや同じものとも言えない状況下にもある． 流

行初期のデータがその後の状況下にも当てはめら

れるかは不明であり， さらなる長期的な追跡を

行った日本独自のデータが必要となる． 一方で，

ポストコロナにおける高齢者の健康増進を考える

と， 運動習慣の定着や非対面交流も含めた社会的

つながりの維持など個人としてのレジリエンスを

高めるとともに， 通いの場の再開 ・ 促進を含め，

ソーシャル ・ キャピタルを醸成し， 脆弱化しつつ

あるコミュニティを再構築していく必要がある．

さて， Gallop 社が発行している World Happiness 

Report という 150 以上の国や地域を対象とした幸

福度調査がある． これによると， コロナ禍の 2019

年から 2021 年の間の世界の人々の幸福度は， 極端

に落ち込むことなく， 実はそれほど変化を示して
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いないことが報告されている 43）． この理由は複雑

で解明することは難しいが， このレポートではそ

の理由の 1 つとして， コロナ禍において人々の慈

善団体への寄付やボランティア活動， 見知らぬ人

への支援などの行動が世界的に増加していること

を指摘し， これらの行動が人々の幸福度を維持 ・

回復することに寄与している可能性を示唆して

いる． これらの因果関係は不明だが， このような

向社会的な行動， さらには他者への尊重やサポー

ティブな姿勢は， 「災害」 に対するレジリエントな

社会において潜在的に意義がある可能性があり，

ポストコロナの地域づくりにおいても見逃すこと

はできないと考えられる．
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